
1/25 

○久留米市補助金等交付規則 

昭和５０年３月３１日 

久留米市規則第５号 

改正 昭和５１年３月３０日規則第５号 

平成９年３月２８日規則第１８号 

平成１２年３月３１日規則第４１号 

平成１７年１月２８日規則第２号 

平成２２年９月３０日規則第６３号 

（目的） 

第１条 この規則は、市が交付する補助金等について必要な事項を定め、もつてその適正な

執行を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 補助金等 市が市以外の者に対して交付する次に掲げるもの 

ア 補助金及び交付金 

イ アと性質を同じくする助成金等 

ウ 利子補給金 

(2) 事業 補助金等の交付の対象となる事務又は事業 

(3) 補助事業者 事業を行う者 

(4) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(5) 暴力団員 暴力団員による不法な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。 

（平２２規則６３・一部改正） 

（補助金等からの排除対象者） 

第２条の２ 市長は、この規則により補助金等を交付するに当たって補助金等の交付の申請

をしようとする者（以下「申請者」という。）及び補助事業者が次の各号のいずれかに該

当するときは、補助金等からの排除対象者（以下「排除対象者」という。）として補助金

等を交付しないものとする。 

(1) 暴力団 

(2) 暴力団員 
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(3) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

（平２２規則６３・追加） 

（他の規定との関係） 

第３条 補助金等に関しては、他の法令その他これを実施するための特別の定めがあるもの

を除くほか、この規則の定めるところによる。 

（補助金等の交付の申請） 

第４条 申請者は、申請書に次の各号に掲げる書類（第３号の書類については、申請者が法

人の場合に限る。）を添えて、市長の定める期日までに申請しなければならない。 

(1) 事業に係る計画書又はこれに準ずるもの 

(2) 事業に係る収支計画書又はこれに準ずるもの 

(3) 当該法人の役員全員を記載した役員名簿 

(4) その他市長が特に必要と認める書類 

２ 市長は、前項第１号及び第２号の書類が他の方法で認知できる等の理由で特に添付する

必要がないと認めるときは、その全部又は一部を省くことができる。 

３ 市長は、申請者が法人の場合で当該法人が排除対象者でないことが明らかなときその他

市長が第１項第３号の書類について添付する必要がないと認めるときは、当該書類の添付

を求めないことができる。 

（平１２規則４１・平２２規則６３・一部改正） 

（補助金等交付の適否の決定） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要が

あるときは現地調査等を行い、当該申請に係る補助金等の交付について法令及び予算等に

照らして適否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の決定を行うに当たって申請者が第２条の２に規定する排除対象者に該当

することが確認できたときは、当該補助金等の交付の申請を却下する決定を行うものとす

る。 

（平１７規則２・平２２規則６３・一部改正） 

第６条 市長は、前条の場合において適正かつ効率的な交付を行うため必要があるときは、

補助金等の交付の目的を超えない限度で補助金等の申請に係る事項について修正を加え、

又はこの規則に定めるもののほか必要な条件を付して交付の決定をすることができる。 

（決定又は却下の通知） 

第７条 市長は、前２条の規定により補助金等の交付の決定をしたときは、すみやかに申請
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者に対して通知するものとする。 

２ 市長は、第５条の規定により補助金等の交付をすることが不適当と認めたときは、すみ

やかに申請者に対して通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、前条第１項の規定による通知を受けた場合において、当該補助金等の交

付の決定内容に不服があるとき、その他特別な事情があるときは、市長の指定する期日ま

でに申請の取下げをすることができる。この場合においては、当該申請に係る補助金等の

交付の決定はなかつたものとみなす。 

（事情の変更による決定の取消等） 

第９条 市長は、補助金等の交付決定をした後において、次の各号に掲げる事情が生じた場

合は、補助金等の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくは

これに付した条件を変更することができる。ただし、当該事業のうち、次条第３項の通知

の日までに既に遂行されている部分その他残務処理に要する経費に係る部分等について

は、この限りでない。 

(1) 天災地変があつた場合 

(2) 事業の全部又は一部を継続する必要がなくなつた、又は遂行することができなくな

つたと認める場合 

（事業者の責に帰する場合の決定の取消等） 

第１０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金等の交付の

決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変

更することができる。 

(1) この規則又は他の関係法令若しくは交付の際付された条件に違反した場合 

(2) 虚偽又は不正な手段により補助金等の交付の決定を受けた場合 

(3) 第１４条に規定する是正措置を行わなかつた場合 

(4) 他の事業において、補助金等の返還を命ぜられた場合 

(5) 第２条の２に規定する排除対象者であることが確認された場合 

(6) 前各号に掲げるもののほか、重大な過失等があり当該事業の適正な履行が行われな

いと認められる場合 

２ 前項の規定は、第１７条の規定による補助金等の額の確定又は第１８条第２項前段の規

定により補助金等の額の確定前に交付があつた後においても適用するものとする。 

３ 市長は、前条又は前２項の規定による取消又は変更したときは、直ちに申請者に通知す
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るものとする。 

（平２２規則６３・一部改正） 

（事業者の義務） 

第１１条 補助事業者は、この規則その他関係法令、補助金等の交付決定の内容及びこれに

付された条件に従つて当該事業を行わなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金等を他の用途に使用し、又はその目的に反した行為を行い、若し

くはその目的の行為を行わない等善良な管理者の義務に反してはならない。 

３ 補助事業者は、事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備しておか

なければならない。 

（承認及び報告） 

第１２条 補助事業者は、次の各号に掲げる場合においては市長の承認を受けなければなら

ない。 

(1) 事業を一時停止し、中止し、又は廃止する場合 

(2) 事業の内容又は目的を変更する場合（内容の変更が軽微な場合を除く。） 

(3) 事業の予定期間を延長する場合 

(4) 交付を受けようとする補助金等の額を変更しようとする場合（補助金等の額を減額

しようとする場合で市長が特に認める場合を除く。） 

(5) 事業により取得し、又は効用が増加した財産を補助金等の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供する場合。ただし、補助事業者が補助金等の

全部若しくは一部を返還し、又は事業完了後相当の期間を経過した場合で、市長が特に

認めたときは、この限りでない。 

２ 市長は、前項の場合において、承認又は不承認の別を決定して補助事業者に通知し、承

認に際して必要があるときは、第６条に準じて条件を付することができる。 

３ 補助事業者は、住所、名称若しくは代表者に変更があった場合又は第１項各号に掲げる

以外の申請事項を変更する場合は、市長に報告しなければならない。 

（平１２規則４１・平２２規則６３・一部改正） 

（立入調査等） 

第１３条 市長は、補助金等の執行の適正を期するため、当該補助金等の交付の目的を達成

するうえで必要な範囲において補助事業者等に報告を求め、又は職員をして関係場所に立

入調査させることができる。 

２ 補助事業者等は、前項の報告又は調査を拒んではならない。 
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３ 第１項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、求めに応じて補助事業者等に提示し

なければならない。 

（是正措置） 

第１４条 市長は、事業の中途若しくは完了後、又は第１６条の調査等において、当該事業

が交付決定の内容又はこれに付された条件に適合しない部分があると認めるときは、補助

事業者に対し必要な是正措置をとるよう命ずるものとする。 

（実績報告等） 

第１５条 補助事業者は、当該事業が完了したとき（第１２条第１項第１号の規定により当

該事業の一時停止、中止又は廃止の承認を受けたときを含む。）又は補助金等の交付の決

定に係る市の会計年度が終了したときは、次の各号に掲げる書類を添付し、速やかにその

事業の実績を報告しなければならない。ただし、市長が特に認める場合は、報告を省くこ

とができる。 

(1) 当該事業に係る収支決算書又はこれに準ずる書類 

(2) 当該事業に係る成果報告書又はこれに準ずる書類（ただし、本文かつこ書の場合は

省略することができる。） 

(3) その他市長が特に必要と認める書類 

（平１２規則４１・一部改正） 

（事業の実績の調査） 

第１６条 市長は前条の実績報告を受けたときは、その審査及び必要に応じ現地調査等を行

い、補助金等の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうか調査するものと

する。 

（補助金等の額の確定） 

第１７条 市長は、前条の調査等により適当と認めたとき、又は同条の場合において第１４

条の是正措置がなされたと認めたときは、補助金等の額を確定し、当該補助事業者に通知

するものとする。ただし、第７条第１項の規定により交付の決定をした補助金等の額（第

１２条第２項の規定により補助金等の額を変更した場合にあつては、当該変更した後の

額）と、確定した額とが同額の場合は、通知を省くことができる。 

（平１２規則４１・一部改正） 

（補助金等の交付の時期） 

第１８条 市長は、前条の通知をした後、すみやかに補助金等の交付を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、事業の性質その他特別な事情により補助金等の額の
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確定前に交付することが適当と認めるときは、一括又は分割して事前に交付することがで

きる。この場合において、事前に交付した額が前条の規定により確定した額に満たないと

きは、すみやかに当該不足額を交付するものとする。 

（補助金等の返還） 

第１９条 市長は、事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認めた場合、

又は第１２条の規定により承認を行う場合は、補助金等の交付目的に反せず、かつ、補助

事業者に不当な負担を課さない範囲で、交付すべき又は既に交付した補助金等の全部若し

くは一部を返還すべき旨の条件を付することができる。 

２ 補助事業者は、既に補助金等の交付を受けている場合で次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める額の補助金等を市長が定める期限までに返還しなければならな

い。 

(1) 第９条又は第１０条の規定により補助金等の交付の決定を取り消された場合 当該

取り消された部分に相当する額 

(2) 前条第２項の場合において、事前に交付された額が確定額を超える場合 当該超過

額 

(3) 前項の規定により補助金等の返還の条件が付された場合 当該条件に示された額 

（加算金） 

第２０条 補助事業者は、前条第２項第１号該当のうち、第１０条の規定により補助金等の

交付の返還を命ぜられた場合は、当該返還金とあわせて加算金を納付しなければならない。 

２ 前項の加算金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号）第１９条第１項及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１０

条の例により徴収するものとする。ただし、当該加算金の金額に１００円未満の端数があ

るとき、又はその全額が５００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨

てる。 

第２１条 市長は、補助事業者の申出によりやむを得ない事情があると認めるときは、返還

金又は加算金の全部若しくは一部を免除し、又はその返還若しくは納付の期限を延長する

ことができる。 

（延滞金） 

第２２条 市長は、補助事業者が返還金又は加算金を期限までに返還若しくは納付しなかつ

た場合は、久留米市延滞金徴収条例（昭和３９年久留米市条例第２１号）に定めるところ

により、延滞金を徴収するものとする。 
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（昭５１規則５・一部改正） 

（理由の提示） 

第２３条 市長は、補助金等の交付の決定の取消し又は補助事業等の是正のための措置の命

令をするときは、当該補助事業者等に対してその理由を示すものとする。 

（平９規則１８・追加） 

（申請書等の様式） 

第２４条 この規則で用いる申請書等の様式は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 補助金等交付申請書 第１号様式 

(2) 補助金等交付決定通知書 第２号様式 

(3) 補助金等交付申請却下通知書 第３号様式 

(4) 補助金等交付申請取下書 第４号様式 

(5) 補助金等交付｛／取消／変更／｝通知書 第５号様式 

(6) 承認申請書 第６号様式 

(7) 承認決定通知書 第７号様式 

(8) 補助金等交付申請変更報告書 第８号様式 

(9) 是正命令書 第９号様式 

(10) 実績報告書 第１０号様式 

(11) 補助金等確定通知書 第１１号様式 

(12) 補助金等返還命令書 第１２号様式 

(13) ｛／返還金／加算金／｝の｛／免除／返還・納付期限延長／｝申請書 第１３号様

式 

(14) 役員名簿 第１４号様式 

(15) 代表者等変更届 第１５号様式 

（平９規則１８・旧第２３条繰下、平２２規則６３・一部改正） 

（適用除外） 

第２５条 市が交付する補助金等のうち、排除対象者に補助金等を交付しないことにより当

該排除対象者の基本的人権を不当に侵害するおそれのあるときは、第２条の２、第５条第

２項及び第１０条第１項第５号の規定は適用しない。 

（平２２規則６３・追加） 

（補則） 

第２６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 
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（平９規則１８・旧第２４条繰下、平２２規則６３・旧第２５条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、昭和５０年度以降の予算に係る補助金等について適

用する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に昭和５０年度予算に係る補助金等の申請がなされているもの

については、この規則の規定により申請されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現に補助金等の交付決定がなされているものについては、なお従

前の例による。 

（田主丸町、北野町、城島町及び三潴町の編入に伴う経過措置） 

４ 田主丸町、北野町、城島町及び三潴町の編入の日の前日までに北野町補助金等交付規則

（昭和６１年北野町規則第１６号）、城島町補助金等交付規則（昭和４１年城島町規則第

５号）若しくは三潴町補助金等交付規則（昭和４２年三潴町規則第２３号）の規定又は田

主丸町の補助金等の交付に関する規定により交付の決定がされた補助金等の変更、決定の

取消し、実績報告、額の確定、返還等に関しては、この規則の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

（平１７規則２・追加） 

附 則（昭和５１年３月３０日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和５１年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則中督促手数料に関する改正規定は、施行日以後に発送した督促状等に係る分か

ら、延滞金に関する改正規定は、同日以後に徴収事由の発生する延滞金に係る分から適用

し、同日前に発送した督促状等に係る督促手数料及び同日前に徴収事由の発生する延滞金

に関する規定については、なお従前の例による。 

附 則（平成９年３月２８日規則第１８号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月３１日規則第４１号） 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年１月２８日規則第２号） 
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この規則は、平成１７年２月５日から施行する。 

附 則（平成２２年９月３０日規則第６３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の久留米市補助金等交付規則第５条の規定により交付

の決定がなされた補助金等に係る交付決定の取消しその他の行為は、改正後の久留米市補

助金等交付規則の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 
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第１号様式 

（平２２規則６３・一部改正） 

第２号様式 

第３号様式 

第４号様式 

（平２２規則６３・一部改正） 

第５号様式 

第６号様式 

（平２２規則６３・一部改正） 

第７号様式 

第８号様式 

（平２２規則６３・一部改正） 

第９号様式 

（平９規則１８・一部改正） 

第１０号様式 

（平２２規則６３・一部改正） 

第１１号様式 

第１２号様式 

第１３号様式 

（平２２規則６３・一部改正） 

第１４号様式 

（平２２規則６３・追加） 

第１５号様式 

（平２２規則６３・追加） 

 


